
⾃治体のAI・RPAの利⽤推進
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⾃治体におけるＡＩ・RPA活⽤に向けた⽀援

 少⼦⾼齢化に伴う⼈⼝の減少・ベテラン職員
の⼤量退職等

 住⺠ニーズや地域課題は複雑化・多様化

行政課題を解決する手段としてのAI・RPAへの期待

 ⼈的・予算的な制約条件が厳しさを増す中効率的⾃治
体経営と住⺠サービス向上を両⽴

 地域におけるAI活⽤のリーダーとして地域社会のAI実
装を⾃治体が先導

• 外部のデジタル⼈材のデータベースを整備。
⾃治体による外部⼈材の活⽤を促進

• 「地域情報化アドバイザー」の派遣による助
⾔

• AI・RPA等を活⽤したモデル事業を実施し
た⾃治体職員等の講師派遣

• AI活⽤サービスの導⼊⼿順や留意事項等
を含むAI導⼊ガイドブック（R3.6策定）、
RPAを導⼊する際の検討の進め⽅や取組
事例などを盛り込んだRPA導⼊ガイドブックを
策定（R3.1策定）

• AI・RPA導⼊に関する経費につき特別交付税
措置（措置率0.3）を講ずることとし、都道府
県、市町村が協定の締結等をした上で共同調
達を⾏う場合には措置率0.5とする。

（※システム標準化の対象となる事務は対象外）

外部⼈材による⽀援・⼈材育成

⾃治体における
AI・RPAの共同
利⽤を⼀体的に

推進

⾃治体AI・RPA実装の⽀援
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地⽅⾃治体におけるAI・RPAの導⼊状況（AI導⼊状況）

※平成30年度の「導⼊済み」には「実証中」を含む

 導⼊済み団体数は、都道府県・指定都市で8割以上となった。その他の市区町村は21％にとどまっているが、実証中、
導⼊予定、導⼊検討中を含めると約6割の⾃治体がAIの導⼊に向けて取り組んでいる。

団体数（件）

総務省⾃治⾏政局⾏政経営⽀援室「地⽅⾃治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導⼊状況等調査」（平成30年度11⽉1⽇現在）
総務省情報流通⾏政局地域通信振興課「地⽅⾃治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導⼊状況等調査」（令和元年度2⽉28⽇現在）

総務省情報流通⾏政局地域通信振興課「地⽅⾃治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導⼊状況等調査」（令和２年度12⽉31⽇現在）
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地⽅⾃治体におけるAI・RPAの導⼊状況（AI導⼊状況）



15地⽅⾃治体におけるAI・RPAの導⼊状況（RPA導⼊状況）

※平成30年度の「導⼊済み」には「実証中」を含む

 導⼊済み団体数は、都道府県が74％、指定都市が65％まで増加した。その他の市区町村は19％にとどまっているが、
導⼊予定、導⼊検討中を含めると約6割の⾃治体がRPAの導⼊に向けて取り組んでいる。

団体数（件）

総務省⾃治⾏政局⾏政経営⽀援室「地⽅⾃治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導⼊状況等調査」（平成30年度11⽉1⽇現在）
総務省情報流通⾏政局地域通信振興課「地⽅⾃治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導⼊状況等調査」（令和元年度2⽉28⽇現在）

総務省情報流通⾏政局地域通信振興課「地⽅⾃治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導⼊状況等調査」（令和２年度12⽉31⽇現在）
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